
牧瀬先生が教育×シティプロモーション
について解説した記事が、本誌 2023
年度 Vol.2 に掲載され
ています。右記の２次
元コード、または下記
URL からアクセスして
ご覧ください。
https://view-next.benesse.jp/view_
section/bkn-board/article16035/

齋藤　前号の本コーナーでは、地域に
居住し、その地域の企業で働く人を対
象に、自治体が奨学金の返還を支援す
る制度について紹介しました。それは
若者の地域の企業への就職を後押し
し、移住・定住につなげる施策です。
ただ、制度を活用してもらうためには、
若者の意識が地域の企業で働くことに
向く必要があります。進学などで地域
を離れた人も含め、自治体が早期から
若者と接点を持ち、地域の企業のよさ
を伝えることが重要だと感じました。
牧瀬　その通りですね。特に地方の自
治体にとって、若者の移住・定住は切
実な課題で、自治体が地域の企業のイ
ンターンシップ制度を支援したり、地
域の企業を対象とする就職説明会を大
学で開催させてもらったりと、様々な
形で若者の地域の企業への就職を後押
ししています。そうした活動をスムー
ズに進めるために、大半の都道府県が
域外の複数の大学と就職に関する連携
協定を結んでいます。私が勤務する関
東学院大学も該当地域の出身者が多い
静岡県や沖縄県、新潟県などと就職に
関する連携協定を結んでいます。

齋藤　教学や研究における連携につい
てはどうでしょうか。授業や研究活動
を通じて自治体を知ってもらえれば、
学生との関係もより深まるのではない
かと思います。
牧瀬　自治体と大学との連携は、学生
との関係性の構築だけでなく、地方創
生の面でも重要な取り組みです。一般
論として、多くの都道府県や指定都市
が域内の国立大学や私立大学と連携し
ています（図１）。大学教員が有する
専門的な知見は施策の立案にも活用で
きますし、大学が地域の課題に研究
テーマとして取り組めば、行政とは違
うアプローチも期待できます。
齋藤　以前、本コーナーで取材した岩
手県北上市の職員の方も、「自分たち
に足りない知見を大学教員に補っても

らいながら大学の設置構想を練り上げ
た」と話されていました。一方で自治
体との連携は、大学にとってはどんな
メリットがあるのでしょうか。
牧瀬　連携によって大学は調査・研究
の場を確保できます。それは学生に
とっては実践的な学びの場であり、人
材育成にも直結します。本学も自治
体や企業との連携に力を入れており、
2014年には産学官連携の窓口を一本
化するための「社会連携センター」を
開設しました。私は２年前から同セン
ター長を務めています。本学は、福島
県や岩手県など、16の自治体と連携
協定を結んでいて、年間の連携活動は
およそ300件にも上ります。それほ
どまでに大学と自治体の連携は両者に
とってメリットがあるのです。

日本都市センター研究室、地域開発研究所
研究部等を経て、2017年度から同大学勤
務。専門は自治体政策学、地域創生、地
域政策、行政学。全国各地のまちづくり

や政策形成にアドバイザーとしてかかわる。著書に、『牧瀬流
まちづくり　すぐに使える成功への秘訣』（経済調査会）等多数。

図１ 都道府県・指定都市と大学との連携状況
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※文部科学省「地
方公共団体と高
等教育機関との
連携の状況に関
するアンケート結
果」（2024 年６月）
を基に編集部で
作成。

現在、域内の国立大学と
連携していますか

現在、域内の私立大学と
連携していますか

■域内すべての機関と連携している　■域内の一部の機関と連携している
■連携していない　■域内に該当する機関がない
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VIEW next編集部
小中領域担当責任者

齋藤輝之
さいとう・てるゆき

高校、大学、行政、
社会人領域を担当
後、文教総研研究員
を経て2023年度よ
り現職。

社会課題への取り組みや人材育成を目的に、
自治体と大学が連携協定を締結
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自治体と大学との連携はどのような成果をもたらすのか。東日本大震災及び原発事故からの復興と地域の活性化を
目的として、８大学と連携する福島県。地域の課題への対応と域内の大学への貢献を目的として、大学連携を推進
する神奈川県三浦郡葉山町。そして両自治体と連携協定を結んでいる関東学院大学の三者に話を聞いた。

　福島県は首都圏の大学を中心とした
就職支援に関する連携協定に加えて、
包括連携協定を８大学（福島大学、学
校法人同志社、広島大学、東京大学、
東北大学、関東学院大学、神田外語グ
ループ、長崎大学＊１）と締結している。
その主な目的は、東日本大震災及び原
発事故からの復興と地域の活性化にあ
る。福島県企画調整部避難地域復興局
の佐藤安彦局長は次のように語る。
　「日本のどの自治体も経験したこと
がなかった震災と原発事故という複合
災害に見舞われた本県は、復興だけで
なく、地域の活性化や風評対策などの
課題が山積しています。県内外の大学
や企業などが持つ知見やネットワーク
をお借りできなければ、本県が直面し
ている多岐にわたる課題は乗り越えら
れないと考えています」
　県の審議会などに大学教員が専門家
として参加すれば、彼らから行政の枠
組みにとらわれない提案や法制度面で
の適切な助言を得ることができる。ま
た、学生の柔軟な発想と行動力は復興
活動を前に進める活力になるという。

　福島県が神奈川県にある関東学院大
学と連携協定を結んだ背景には、震災
後、研究で同県の状況を調査していた
小
こ

山
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嚴
よしなり

也学長（当時副学長）と関係性

を深めていたことがある。
　「『学内のイベントで福島県の米を
使った食事を学生に提供することで、
少しでも風評被害の解消の役に立ちた
い』という申し出をいただいたのが、
小山学長との出会いです。その後も、
施策の提言を目的とした現地調査に学
生が参加したり、本県の特産品フェア
が関東学院大学で開催されたりしまし
た。そのようにして関係を深めていく

中で、小山学長から『福島県の課題は
全国の課題であり、本学として本腰を
入れて取り組みたい』という提案をい
ただき、2022年に連携協定を締結し
ました」（佐藤局長）
　関東学院大学の法学部では、連携協
定先の自治体が講師を務める専門科目
「地域創生特論」＊２が設けられている。
それは単発ではなく、１自治体が全７
回を受け持つ科目で、福島県も2023

社会課題に挑む自治体を学びのフィールドに、
未来を創る人材を、自治体と大学がともに育てる
福島県、神奈川県三浦郡葉山町、関東学院大学

複合災害からの復興と
課題対応に向けて大学と連携
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全国３位の面積を有する福島県は、東から「浜
通り」「中通り」「会津」の３つの地域から成
り立ち、気候や風土が異なる。桃や梨といっ
た果物の栽培のほか、稲作や酒造りも盛ん。
また、電子・精密機器の製造業や再生可能エ
ネルギー関連産業の育成にも注力している。

人口　約170万人　面積　13,783.90㎢　公立
学校数　小学校367校、中学校197校、義務
教育学校10 校、特別支援学校 26 校、高校
76 校　児童生徒数　約16万1,000人　教員
数　約１万5,000人　

神奈川県南東部の三浦半島に位置する葉山町は、海と森に恵まれ
た自然豊かな町。明治時代に御用邸が建てられて以来、皇族や文
化人が集う場所としての別荘地文化が育まれてきた。その歴史に
より、マリンスポーツや独自の食文化などが生み出され、現在は、
日本の渚・百選に選ばれた一色海岸などの絶景や絶品グルメを楽
しめる、人気の観光地となっている。

人口　約３万1,000人　面積　17.04㎢　町立学校数　小学校４校、
中学校２校　児童生徒数　約2,500人　教員数　約190人　

1884年創立。神奈川県横浜市に位置する私立の総合大学。キリス
ト教の精神に基づく人格教育を継承し、現在は12学部14学科10
コース、5研究科を擁する。総合大学の強みを生かした教育や研究
活動に加えて、地域・社会連携、国際貢献、スポーツ、文化活動、
ボランティア活動などが活発に行われている。

学部　国際文化学部、社会学部、法学部、経済学部、経営学部、理工
学部、情報学部、建築・環境学部、人間共生学部、教育学部、栄養学部、
看護学部　学生数　約１万1,000人　教員数　約1,200人

企画調整部
避難地域復興局　
局長

佐藤安彦
さとう・やすひこ

企画調整部
企画調整課　課長

渡辺浩史
わたなべ・ひろし

学長

小山嚴也
こやま・よしなり

事例

お話を伺った方
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若き起業家が活躍する福島県の
今を伝え、人材育成につなげる

町長

山梨崇仁
やまなし・たかひと

＊１　大学名は協定の締結順。　＊２　科目の正式名称には、「地域創生特論（福島）」というように、カッコ書きで授業を担当する自治体名がつく。
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年度から同科目を担当。内堀雅雄知事
や同県職員が同県の主要施策について
解説するほか、県内で新規事業を興し
た起業家も講師となり、官民の双方の
挑戦を学生に伝えている（図２）。
　「本県では今、若い世代や県外から
の移住者による起業の動きが活発化し
ています。被災によって地域社会の旧
来の構造が揺らいだことで、既存の枠
組みにとらわれず、新たな挑戦がしや
すい環境が生まれました。間伐材を原
材料とした高級割り箸や枕を海外に販
売する企業や、離農者から田畑を引き
継いで大規模化した米農家など、県内
外の注目を集めるビジネスが生まれ、
そうした起業家に憧れて本県に移住す
る人もいます。そのような福島県の今
を学生に伝えることで、学生が地域行
政について考える機会をつくり、人材
育成につなげています」（佐藤局長）
　講師を務める起業家もまた、学生に
話す意義を感じている（図２）。企画
調整部企画調整課の渡辺浩

ひろ

史
し

課長は、
「廃炉作業が続く中、震災と原発事故
という複合災害の風化を防ぐために

も、地域住民、自治体職員、学生・教
員との交流を継続・発展させていくこ
とは県にとっても大きな財産になると
考え、今後も大学との連携を図ってい
きます」と語る。

　関東学院大学と同じ神奈川県に位置
する葉山町は山梨崇

たかひと

仁町長の母校でも
あることから、2015年に同大学と包
括協定を締結。それにより、大学への
連絡窓口が一本化され、連携の依頼が
しやすくなったと山梨町長は語る。
　「町の様々な課題に関する審議会を
開催する際、関東学院大学に各課題の
専門家を派遣してもらい、意見や助言
をいただいています。例えば個人情報
の取り扱いなどは、関連する法制度や
社会の見方が年々速く、厳しく変化し
ています。それに対応するために、専
門的な知見を迅速に得られることは施
策の立案にも大変重要であり、とても
助かっています」

　葉山町も同大学の「地域創生特論（葉
山）」を受け持ち、町長が全授業を担当。
福祉や子育て、防災、ごみ問題など、
町の重点施策に関する実例を示しなが
ら、行政の実情を伝えている。毎授業
で学生から提出されるレポートを通じ
て若者の社会や行政に対する見方が把
握でき、今後の社会を読み解くヒント
が得られていると山梨町長は語る。
　「学生から率直な意見を聞くことが
できるのは、授業を通して定期的に彼
らと接しているからです。把握した若
者の考え方や志向は、町役場職員の採
用面接時に聞く質問に反映したり、人
材の見極めに生かしたりしています」
　山梨町長は２年前から法学部の専門
科目「サスティナブル地域実践論」も
受け持っている。同町は「住み続けた
い街（自治体）ランキング〈全国版〉」＊３

の１位を2022年から３年連続で獲得
し、2025年には環境省主催の「グッ
ドライフアワード」＊４で環境大臣賞優
秀賞を受賞した。そうした受賞につな
がった町の実践を題材に、学生が持続
可能な社会づくりについて考える授業
を展開。全14回のうち５回は町役場
職員が講師を務め、環境やインフラ、
経済など、各分野での持続可能な社会
づくりを現場目線で伝えている。
　町役場職員にとっては、自身の業務
が整理され、担当行政に関する情報を
いつでも発信できる態勢が整うとと
もに、発信に対する学生からの意見を
得られる貴重な機会となっている。昨
年度に「価値観が多様化する時代にお
ける広報活動」をテーマとした授業を
行った広報担当者は、自身の取り組み
に対して普段接点の少ない若者目線で
の意見を得られたことがその後の業務
に役立ったと振り返る。また、広報紙
のタイトルのつけ方や写真撮影の工夫
など、それまで感覚的に行ってきたノ
ウハウを言語化する機会にもなったと
いう。葉山町の広報紙は2022年に全
国広報コンクール＊５の町村部で総務大
臣賞を受賞した実績があり、授業のた

「地域創生特論」の授業で、内堀知事は「危機を
希望に変えるために何が必要か」というテーマ
で学生と対話。福島県の復興の現状や課題、危
機を希望に変えるための未来に向けた挑戦につ
いて語った。

図２ 関東学院大学法学部の専門科目「地域創生特論（福島）」主な講師と、講師の声（抜粋）

主な講師

•東日本大震災・原子力災害伝承館研究員
•創業150 年のみそ・醸造会社の経営者
•日本発の宇宙輸送インフラを造るロケット
開発企業の経営者
•福島県の杉材を原材料とした高級割り箸
や杉チップ入り枕などを製造販売するベン
チャー企業の経営者
•内堀雅雄知事、県の若手職員

講師の声

「レポート課題として『首都圏に進学した地
方出身の学生が、卒業後に出身地に戻って
こない問題への解決策』などを尋ねたとこ
ろ、それぞれが真剣に考えた形跡のある、
バラエティー豊かな意見が寄せられました。
学生が『地方の現状はひとごとではなく、
自分たちの未来と地続きである』と捉える
機会を提供できたのではないかと感じてい
ます」（株式会社磐城高箸　髙橋正行代表取
締役）

「授業では、成功談だけではなく、失敗や苦
労、そこから学んだことも率直にお伝えし
ました。学生の皆さんが真剣に耳を傾け、
多くの質問をしてくれたことを通じて、私
自身も多くの刺激をいただきました。自分
の経験を振り返って話すことで、困難な状
況でも挑戦を続けることの大切さや、地域
の可能性を信じて行動することの価値を、
改めて実感しました。この経験を今後の
事業や地域づくりにも生かしていきたいと
思います」（農業生産法人株式会社カトウ
ファーム　加藤晃司、絵美夫妻）

※福島県の提供資料を基に編集部で作成。

学生に生きた学びを提供するととも
に、学生の意見を施策に還元

＊３　大東建託株式会社が毎年実施している調査。　＊４　環境省が提唱する地域循環共生圏の理念を具現化する取り組みを表彰し、認知を広げるためのプロジェクト。　＊５　公益

社団法人日本広報協会が主催する、全国の自治体の広報誌やウェブサイト等を対象としたコンクール。
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めに整理した資料は後任への引き継ぎ
資料にも活用されている。
　「授業は本町の直接的なＰＲだけで
なく、職員の情報発信力を鍛える場に
もなっています。一方で私たちが行政
の実態を具体的に語ることは学生に
とっては生きた学びになり、大学の強
みにもつながっていると思います。地
方行政を理解する専門性の高い人材が
育つことは町の将来を築くパートナー
が増えることを意味します。その点か
らも大学との連携は今後も大切にして
いきたいと考えています」（山梨町長）

　大学は自治体との連携をどう捉えて
いるのか。関東学院大学は神奈川県や
横浜市、逗子市、横須賀市など、県内
の10自治体と連携協定を結び、地域
との関係性を築いているが、それは地
域の大学として得られた知見を地域へ
還元することを第一に考えているため
だ。一方で県外においても、岩手県、
福島県、沖縄県西原町・与那原町など
と連携協定を結んできた。
　「本学は東日本大震災の発生後、宮
城県や岩手県、福島県でボランティア
活動や調査活動を行ってきました。現
地の方と交流する中で聞いた、『被災
により、少子高齢化や過疎化、産業・

商店街の衰退といった、以前からの課
題が一気に顕在化したが、それは10
年後、15年後の東京の姿でもある』
という言葉が心に刺さっています。沖
縄県の貧困や基地の問題も同様です。
地域の衰退を止めようと日々努力と工
夫を重ねている社会課題の先進地域と
も言える現場から私たちは学ぶべきこ
とがたくさんあると感じました」（小
山学長）
　同大学は学生が地方行政の具体を学
ぶ科目として「地域創生特論」を設け
ている。2026年度は15の自治体が
同科目を担当。どの自治体も主に自治
体職員が講師となり、実例を基に地方
行政の実情を学生に伝えている。首長
も少なくとも１回は講師として授業を
行う。地方行政のリアルを知ることが
できると、学生の満足度も高い。
　「授業では、逆境の中で知恵を絞り
ながら社会課題に取り組む自治体職員
や起業家が登壇します。佐藤局長のよ
うなバイタリティーあふれる公務員の
話を聞けば、公務員にも挑戦心や創造
性がいかに求められているかが理解で
きるでしょう。また、起業家から地域
への思いや創業までの経緯、失敗談や
やりがいなどを直接聞くことができる
のは、学生にとって大きな刺激になり
ます。社会人になってからもその人た
ちをロールモデルとして起業を目指し
たり、実際に起業したりすることが期

待できます」（小山学長）
　現地視察や共同研究も盛んだ。関東
学院大学の防災・減災・復興学研究所
は2023・24年度に各20人の教員が
福島県を視察。それに参加した理工学
部の教員が福島国際研究教育機構の
委託事業に応募し、採択された。また、
横須賀市とはドローンとＡＩを活用し
た密漁対策（写真）に取り組み、沖縄
県西原町と与那原町とは子どもの貧困
問題に取り組むＮＰＯでのフィールド
ワークを続けている。現場に足を運び、
現場をその目で見て、現地の人と交流
する。それにより学生は授業で学んだ
ことが実感を持って理解でき、その後
も現地で活動する学生もいるという。
　「地域に密着した大学だからこそ発
揮できる強みがあります。課題先進地
域で学んだ知見を、神奈川県を始めと
する地域に還元するとともに、教育と
研究を循環させていく取り組みを今後
も展開していきます」（小山学長）

自治体にとって大学との連携は専門知の導入や人脈の紹介も含む起業の促進につながり、大学での授業を通

して若者の感性を取り込む機会にもなっていました。一方、大学は課題先進地域で見いだした課題をテーマに

研究し、その成果を地元への貢献につなげていました。自治体とのそうした連携は関東学院大学の小山学長が

語るように、「地元から期待される大学」であり続けるための重要な取り組みの１つだと思います。そして、

自治体と大学の双方のバリューをいかに高められるかが、持続可能な連携の鍵を握っていると感じました。

本
取
材
を
振
り
返
っ
て

自治体にとっては研究者の専門的な知見が、大学にとっては教員や学生の研究や実証実験のフィールドが得

られるといったように、双方にメリットがあるのが自治体と大学との連携です。視察や研究で現地を訪れ、

地域の人たちと交流し、その地域のよさを実感すれば、関係人口や交流人口の増加にもつながります。本学

の場合は神奈川県議会や横須賀市議会とも包括協定を結んでいます。地方自治体は二元代表制であるため、

議員とも定期的に意見交換をし、首長と議会の両面から地方行政への貢献を目指しています。

牧
瀬
教
授
の
視
点

写真　横須賀市と横須賀海上保安部、神奈川県立
海洋科学高校、関東学院大学情報学部は、横須賀
市周辺の沿岸で多発する密猟者の検知システムの
自動化を目指し、ドローンとAI を駆使した実証
実験に協働して取り組んでいるる。

課題先進地域での学びを
地域社会の活動に生かす
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